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１．国・地方脱炭素実現会議

○国と地方が協働・共創して2050年までのカーボンニュートラルを実現するため、特に地域の取組と国民のライ
フスタイルに密接に関わる分野を中心に、国民・生活者目線での実現に向けたロードマップ、及び、それを実
現するための国と地方による具体的な方策について議論する場として、「国・地方脱炭素実現会議」を開催。

○令和２年12月25日の第１回では、ロードマップの趣旨・目的と各省・地方公共団体の取組を元に議論。
関係各方面からのヒアリングを通じて、ロードマップの具体化とその実現の方策について検討を行い、令和３年
４月20日の第２回では、ロードマップの骨子案を議論。

○令和３年６月９日の第３回において、「地域脱炭素ロードマップ」を決定。

●構成メンバー
＜政府＞ 内閣官房長官（議長）、 環境大臣（副議長）、
総務大臣（同）、内閣府特命担当大臣（地方創生）、
農林水産大臣、経済産業大臣、 国土交通大臣

＜地方自治体＞ 長野県知事、軽米町長、横浜市長、
津南町長、大野市長、壱岐市長

●開催経緯
第１回 令和２年12月25日 ロードマップの趣旨・目的と各

省・地方自治体の取組
第２回 令和３年４月20日 ロードマップ骨子案
第３回 令和３年６月９日 ロードマップ決定
※そのほか、自治体・企業等からのヒアリング（４回）や関係
団体との意見交換等を実施

●内閣官房HP（会議資料・議事録等掲載）：
国・地方脱炭素実現会議
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/

第3回 国・地方脱炭素実現会議（令和3年6月9日）(出典：首相官邸HP）
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３．地域脱炭素ロードマップ 対策・施策の全体像

 今後の5年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援

①2030年度までに少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」をつくる

②全国で、重点対策を実行（自家消費型太陽光、省エネ住宅、電動車など）

 ３つの基盤的施策（①継続的・包括的支援、②ライフスタイルイノベーション、③制度改革）を実施

 モデルを全国に伝搬し、2050年を待たずに脱炭素達成（脱炭素ドミノ）
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★基盤的施策
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「みどりの食料システム戦略」「国土交通グリーンチャレンジ」「2050カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」等
の政策プログラムと連携して実施する
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１．脱炭素先行地域の定義、要件等

（１）脱炭素先行地域とは

地域脱炭素ロードマップに基づき、地方自治体や地元企業・金融機関が中心となり、農山漁

村、離島、都市部の街区といった地域特性等に応じ再エネポテンシャルの最大活用による追加

導入や住宅建築物の省エネ及び再エネ導入といった脱炭素に向けた取組内容を組み合わせ、

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2排出については実質ゼ

ロを実現し、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、我が

国全体の2030年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現するため、2025年度まで

にそれらの道筋をつけ、2030年度までに実現させ脱炭素を達成する地域。

地方自治体や地元企業・金融機関が中心となり、環境省を中心に国も積
極的に支援しながら、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、地域特性
等に応じて脱炭素に向かう先行的な取組を実行

地域課題を解決し住民の暮らしの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう
取組の方向性を示す


